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 鉄道は、大量性、高速性及び定時性に優れた公共輸送機関として、通勤・通学を始めとした

旅客輸送や貨物輸送において重要な役割を担っている。 

社会資本の一つである鉄道施設は、明治 5年の鉄道開業以来、順次整備されてきているが、

平成 25 年 3 月末現在、建設後 50 年以上を経過する施設の割合は、橋りょうで 51％、トンネル

で 60％に上り、それぞれ、20 年後には 83％と 91％にまで増加すると見込まれている。 

国は、平成 25 年 11 月、鉄道施設を含むあらゆるインフラを対象に「インフラ長寿命化基本

計画」を策定し、戦略的な維持管理・更新等の方向性を示している。また、国土交通省は、同

基本計画に基づき、平成 26 年 5 月、「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」を策定

しており、これらの計画に基づき、鉄道事業者は、メンテナンスサイクルの核となる「個別施

設計画」をできるだけ早期に策定し、中長期的な維持管理・更新等に係る費用の縮減や予算の

平準化を図ることとされている。 

しかし、鉄道事業者において、個別施設計画の策定が進んでいるものの、中長期的な維持管

理・更新等に係る費用の算定方法、長寿命化を図る施設の優先順位や実施時期の判断が難しい

などとしている状況がみられる。 

一方、鉄道事業者の収支状況をみると、平成 24 年度には、全 206 事業者のうち、99 事業者、

割合にして 5 割近くの事業者が赤字を計上するなど、極めて厳しい状況が続いている。 

このため、鉄道事業者においては、経営難から事業の継続が困難などとして、地方公共団体

が鉄道施設を保有・維持管理する公有民営化方式の導入が進められており、これらの地方公共

団体では、鉄道事業を継続するため、コストの縮減など中長期的かつ効率的な維持管理が求め

られている。 

また、鉄軌道における輸送障害は毎年度 5,000 件程度発生し、これらのうち施設に起因する

ものが約 1割あり、さらに、橋りょうやトンネルにおいては、コンクリート片等の剥落なども

発生している。このため、鉄道輸送における安全な運行を確保する観点からも、鉄道事業者に

おいては、鉄道施設に係る定期的な検査、判定、措置及び記録のメンテナンスサイクルを適切

に実施することが求められている。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、鉄道施設の長寿命化対策を推進すると

ともに、鉄道輸送における安全な運行を確保する観点から、鉄道事業者における鉄道施設の長

寿命化計画の策定状況、鉄道施設の維持管理状況及び国による鉄道事業者に対する監査等の実

施状況を調査し、関係行政の改善に資するために実施したものである。 
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